
戸別受信機返却のお願い

　各家庭にお渡ししている戸別受信機は町からの貸与品

になっていますので、町外へ転出する場合は必ず生活環

境課まで返却してください。

　また、戸別受信機が故障した場合は町で修理いたしま

すので、生活環境課までお持ちください。

　なお、停電時に備え、定期的に戸別受信機の電池を交

換してください。

問 合 せ　生活環境課（内線 241）

ヘロ内遺跡現地説明会の開催

　東京ガス茨城幹線建設に伴い、大貫立坑建設予定地内

において、4月まで発掘調査を進めています。今を遡る

こと1,000数百年前の古墳時代や平安時代などの竪穴建

物跡が発掘され、その当時使っていた生活の道具が発見

されています。そこで、発掘の成果を現地で見学する説

明会を開催いたします。ふるってご参加ください。

日　　時　3月31日（土）14 : 00 ～ 16 : 00

会　　場　ヘロ内遺跡発掘調査現場（国道51号線「大洗

高校北」信号付近）

※直接現地へお集まりください。

参 加 費　無料、事前申込不要。

駐 車 場　現場には駐車場がありません。旧・大貫小学

校グラウンド（大洗町大貫町 659 番）を開放

します（現場まで徒歩約 12 分）

そ の 他　小雨決行、荒天中止

問 合 せ　生涯学習課 文化振興係　☎ 267 － 0230

平成30年度技能検定（前期）受検のご案内

　技能検定とは働く人々の有する技能を一定の基準によ

り検定し、国として証明する国家検定制度です。茨城県

では毎年約4,500名の方が受検されています。なお合格

者には、合格証明書が交付され、技能士と証することが

できます。

受付期間　4月4日（水）～ 4月17日（火）（予定）

受検手数料　21,000円（実技17,900円、学科3,100円）

35 歳未満の 2 級、 3 級受検者は実技試験の

一部減免措置があります。

実施職種等　 1 級、2 級（造園、機械加工、とび、塗装 他）

3 級（造園、機械加工、電子機器組立て 他）

試験方法　検定職種ごとに実技試験と学科試験により行

われ、両方の試験に合格することが必要です。

※試験範囲は厚生労働省ホームページで「試

験基準」として公開。

試 験 日　職種、等級により決定されます。

そ の 他　実施職種、受検申請手続き、受検資格、試験

の免除等詳しくはお問い合わせください。

問 合 せ　茨城県職業能力開発協会 技能検定課

☎ 221 － 8647

http://www.ib-syokkyo.com

不動産鑑定士による不動産無料相談会

　不動産鑑定士が、不動産の価格などのご相談に無料で

お応えします。

日　　時　4月9日（月）9 : 30 ～ 12 : 00

会　　場　茨城県開発公社　 1 階中会議室

（水戸市笠原町 978 － 25）

申込方法　当日会場にて、お申込みください。

問 合 せ　一般社団法人 茨城県不動産鑑定士協会

☎ 246 － 1222

海技免状の更新・失効再交付講習会

日　　時　4月1日（日）受付は 9 時より行います。

（遅刻すると受講できません。）

講習時間　更新講習　9 : 30 ～ 12 : 00

失効講習　9 : 30 ～ 13 : 00

場　　所　大洗マリーナ

受講対象　小型船舶操縦士

申込期限　3 月 25 日（日）※定員になり次第締め切ります。

受 講 料　更新講習　13,000円　失効講習　18,000円

主　　催　国土交通省指定講習会 一般財団法人 日本船

舶職員養成協会

※次回の更新・失効講習会は10月位を予定していますの

で、それまでに免許の期限が切れる方は今回受講して

ください。

申込み／問合せ

O.M.C. 大洗マリンクラブ　山本俊之　☎ 267 － 3458

（〒311 － 1301 大洗町磯浜町891）

家庭倫理講演会「ともに生きる」

　「ともに生きる」をテーマに社会の基本的な構成単位

である家庭・家族の絆を強固にすることはもとより、私

たち 1 人ひとりが何とどのようにつながることが大切

なのかを共に考え、より豊かな人生を創造していく契機

となることを願って、家庭倫理講演会を開催いたします。

どうか奮って会場に足をお運びください。

日　　時　3月25日（日）13 : 30 ～ 15 : 10

会　　場　大洗ホテル

講　　師　一般社団法人 倫理研究所　積山 恭子

入 場 料　1,000円　※事前申込制

主　　催　一般社団法人 倫理研究所

後　　援　文部科学省、大洗町教育委員会

問 合 せ　家庭倫理の会大洗　栗橋幹子

☎ 070 － 1499 － 2220

次回の「週報おおあらい」は3月28日（水）発行となります。
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